
【生産性向上特Ell措置法】
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先瑞設備等導入計画 Iこつしヽて

平成 30年4月
経済産業省

中小企業庁

の



企業の労働生産性の伸び悩みと設備投資の後押しの必要性

中小企業勢業況は回復傾向であるが、労働生産性は伸び悩んでおり、大企業との差も拡大傾向にあり、

また、中小企業がF~f有している設備は特に老朽イ七が進んでおり、生産性向上に向けた足柚1となつている。

● 今後、少子高輔化や人手不足、働き方改革への対応等の厳しい事業環境を乗り越えるため、老朽化が1進
む設備を生産性の高い搬備へと…新させ、事業者自身0労働鰹産性0飛躍的な向上を図るこ
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(出典)財務首「法人企業統計年報J
(注)ここでしつ大企業とは資本金10億円以上の企業、中小企業と(ま資本金1億円未満の企業をしヽわっ
また、グラフ中の赤字は2009年から2016年の労働生産性の上昇率
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(出典)財務省r法人企業続計調査年報」より
(―財)商工総合研究所「中小企業鑑 争力と設備投資」をもとに中小企業庁作成。



「先端設備等導入計画」の概要

● 院 端設備等導入計画」は、今国会に提出してしヽる「生産性向上特llj措置法案」におしヽて措置される予定で

小規模事業者等曲 定をうけることが可能です。認定を受けた場合は税策サ支援や金融支援脚 支援措置

○先端設備等導入計画のスキーム

ある、中4ヽ

● この計画は、所在している市区町村が国から「導入促進基本計画」の同意を受けている場合に、

○認定を受けられる「中小企業者」の規模
(中小企業等経営強イヒ法第2条第 1頂 )

製造業その他     3億 円以下    300人 以下

設備投資を通じて労働生産性の向上を図るた 言十面

中小企業・

|【支援措置】

!||,■ ||11111.

協議蜀は同意
市区町村

|ン 生産性を高めるための設備を取得した場合、1

1 固定資産税の軽減l昔置により税制面から支援|
1 (1出方税法に基づ

て
き課税標数 3年 FB5ゼロ～1

1 1/2間 で市町村の定める書J合に軽減) |
|卜 計画に基づく事業に必要な資金繰りを支機 |

! (信用保証 )

司颯置議翫懲旨
補助金におけ綱先採択
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卸売業

小売業

サ…ビス鱗

聯
.ム
製晶襲通簾攣

1億円眠T

5千万円以下

5千万円以下

3億円以下

loo人以下

50人以下

100人以下

9oo人以下

300人以下

100人以下

繕轟逸通季I誉受墨    3億円以下

事前確認

(必嬢 )

旅館業 5千万円以下

*自動車又|よ航空機用タイヤ及びチュープ製造業並鶴旺 業用ベルト製
造業を除く
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先端設備等導入計画

申請事業者
(中小企業等 (詳細右図)



「先端設備等導入計画」の内容

● 中小企業者が、働計画期間内で、⑪労働生産性を一定程度向上させるため、③先端設備等を導入する計
画を策定し、所在する市区町村における「導入促進基本計画」等に合致する場合に認定を受けることができま
す。

○先端設備等導入計画の主な要件

主な要件 内容

露麺 期間 計画認定から 3年間

労働
生産性

計画期間におしヽて、基準年度守Lで労働生産1生が 9%以上 (年平
均 3%以上)向上すること 罐転の霧 年度末
C)算定式

(鐵業lll益十人件資+減価欄去p贄 )
労働投入量

鱗働者数又は労働警撫 1人当たり年間就業時観)

先端設備
等の種類

労働生産性の向上に必要な生産、販売‐活動等の用に瞳撥供され

る下記設備

【減Iim償去p資産の種類】
機械装置、濃1定正晨及び検査正晨、器異備品、建物附属設備、

ソフトウエア

計画内容

〔)導入促進指針及び導入健進基本計画※に適合す熟ものである
こと
〔)先端設備等の導入が円滑か l〕確実に実施される P_・_見込まれる
ものであること
()認定経営革新等支ly.機関 (商工会鑽所、商工会等)において
事前確認を行った計画であること

※市町オ引こよ〕て、対象設備及び地域等が異なる場合あり

○先端設備等導入計画の総定フロー

⑤設備取得

経営革新等
支援機関

Φ事前
確認依頼

〇尋十画
申請

榊駆前
確認書発行

③計画
認定

市区町村

3



(参考)日、市町村及び中小企業者等が策定する法定計画等のイメージ
F‐‐……・ ~`¨‐――T――■‐ ~‐ ~~■ r̈……・ ‐r―‐ ‐́ .・●‐― ●●・‐́… …・―一 ‐̈・

‐‐―… …・ ‐́"‐・ ‐ ―‐…… … ―・‐―・ ‐・ ―… ‐‐‐・ヽ――ネー… …・́ ‐ , ―… ―ヽ ¨峙・―‐・―‐―̈‐̈ ・‐̈ ‐―¨‐̈・‐― ・ヽ ‐‐́・.…・・‐―‐ ―̈・………・ …́ … ¨̈‐・… …́Ⅲ‐‐……・ …Ⅲ
‐‐‐一― ―‐‐・―'一 Ⅲ…‐‐……… Ⅲ―・'‐―‐'■・‐…Ⅲ… …・・ヽ`…‐‐―_

⑫導入促進鋼針 |         |
111■■二●■11■ 1■■,1●■●1■ ■■●■■1■ tiし■■■■:■■1■|   =   1 1 _    _    _二    _   1                _    ́ : 1 ,   ,     |      ・           ,_  ‐    |  _    _ ‐   _      ―        |      ―    - 1

1主体 :国                                    |
1項目 :鬱先端設備等の導加 促進の目標の設定に関する事項              |
:    ・計画期間 (3年間)
|    ・覇業仰生産性向上に係る目標 鰐 働生産1生年平均 30/o以上向上)       |
1   0先 端設備等曲 促進に関する基本的な事項                |
l   ⑪その他先端設備等購 入の促進に際し配慮すべき事項

| 19整ム堡準暴杢計画 ●:

l

I   i

1主体 :市町村 ※特別区を含む

1頂圏 :0先端設備等の導入の促進の目標

1   9先 端設備等の種類
|   の先端設備等仰導入の促進の内容に関する事襲
|   ◎計画期間 (原員13年 FB5)
I   Qその他先端設備等購 入の促進に際し配慮すべき事項
|   ※導入促進基本計画が知脱 ずヽれにも該当するものであるとき|よ、国|よ同慧するものとする。
11    0国 の導入促進指針に適合するものであること。                 |

○先端設備等の導入が円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。     |
|    ○導入促進基本計画の実施が当譲市町村の企業α獅劉生の向上に資するものであ  |

…
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(参考)国、市町村及び中小企業者等が策定する法定計画等のイメ…ジ
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,Q華聯撃備響導み計画:||■ |■ |

1   1

1 1主体 :中小企業者

| ‐1頂圏 :①先端設備等の種類及び導入時期

i    l
・直接当該事業の用に供する設備として取得する設備の概要

| 1     例)機械の種類、型番、設置場所等
| |    ※生産性向上に資する指標が1日モデメはじで年 10/o以上向上することを工業会証明書を添付
: |       することにより]睦言忍

| 1   0先 端設備等導入の内容
:   |

・事却 内容脚 実施時期
・労働生産性の向上に係る目標

: l   e先 端設備等導入に必要な資金の額及びその調達方法

| |    ※認定経営革新等支援機関 (商工会議所、商工会等)において、先端設備等導入計画
1 1     記載の直接当該事業明 に供する設備疇 入によって労働生産1生が年平均 30/●以上向上する
:      かにつして確認し、確認翻 発行。中小企業者等は、当譲確認書を添えて市町村へ認定申請り

| :    ※市町村は、先端設備等導入計画が次に掲喝 基準に合致するときは、その認定をするものとする。
i■     ○導入促進指1針及び導入促進基本計画に適合するものであ鶴こと。
| 1     0先端設備等の導入が円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。
| |
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固定資産税の特例について

● 先端設備等導入計画の認定を中小企業のうち、以下の一定の要件を満たした場合、地方税法
において固定資産税の特例を受けることができます。

対象者
※ 1

■1■■41:111「電11 1 ⅢI■ |、 ■:1‐ lr11,1.1中 1.111'III‖ 1.、■■■||のうち、先端設備等導入

計画の認定を受けた者 (大企業の子会社を除く)

対象設備

※ 1

生産1生向上に資する指標が旧モデル比で年平均 1%以止向上する下記の設備

【減価償却資産の種類 (最低取得価格/販売開始時期)】
◆機械装置 (160万円以上/1o年以内)
◆測定工具及び検査工具 (30万円以上/5年以内)
◆器具備品 (30万円以上/6年以内)
◆建物附属設備 (※ 2)(60万円以上/14年以内)

その他要件 生産、販売活動等の用に直接供されるものであること/中古資産でないこと

_特llll措置 固定資産税の課税標準を、 3年間 ゼロ～ 1/2(※ 3)に軽減

※ 1市町村によつて異なる場合あり ※2家屋と一体となつて効用を果たすものを除く ※3市町村の条例で定める書J合

6



固定資産税の特例につし1て (スキーム図)

く工業会等の確認内容>
(I)一定の期間内に販売が開始されたモデJレであること

(D生産1宝向上 (年平均 1°/o以上)要件を満たしてい
ることの確認 (同一メーカーにおける旧モデルとの上ヒ較

とし、使用する指標1よ工業会等の半」断:こよる)

工業会確認 0証明書
発行依頼

設備メ由カー等

0証明書
入手

<経営革新等支援機関の確認内容> ― ‐― ‐

○先端設備等導入計画記載の直接当該事業の用に

供する設備の導入によつて労働生産性が年平均
3%以上向上するかにつしヽて確認

中小事業書等

機事前確認
依頼

働事前確認書
発行

経営革新等
支援機関確認

経営革新等
支援機関

¨
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

゛

ゆ証明書
発イ予申言青

◎証明書
発行

工業会等 市区町村

※1 当該設伽 :性能把握や同一メーカー内の新旧モデリ♭の半」男Jが必警であ機ため、設備メーカ…による申請が望ましいが、代理店や子会社等で正確な
申請が可能な場合は、設備メーカ…に代わpて申鏑することを可とする。

※2設備メーカー自身がそ仰工業会の会員であるか非会員であるかに依らず、設備毎に証明団体として指定されてもヽる工業会等へ申請すること.
※3補助金の優先採択を検討されている場合、補助金鮫 付決定前に契約した設備は補助対叡になりませんので、工業会の証明書取得の際などに
ご雪鰺Kださい。



●

●

(参考)設備の取得時期につしヽて
先端言鮨備等につしては、以下のとおり、「先端設備等導入計画Jの認定後に取得することが [黒溝]です。
ただし、眺 端設備等導入計画」の申請・認定前までに、工業会の証明書が取得できなつた場合でも、盤室
後から賦課期日 (1月 1日 )までに工業会証明書を追加提出することで特例を受けることが可能です。
(計画変更により設備を追加する場合も同様です)。

○設備取得と計画認定のフ田一
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